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一景気は、依然厳しい状況にあるが、底入れしている。－
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基調判断 景気は、依然厳しい状況 こあるが、底入れ 景気は、億然厳しい状況こあるが、底入れし
している。 ている。

・設備投資は、減少している。失業率が高 ・設備投資は、減少している。失業率が高水
水準で推移するなど、雇用情勢は倭無と 準で推移するなど、雇用情勢は儲然として
して厳しい。 厳しい。

・個人消圭は、横ばいで推移するなかで、 ・個一心肖豊は、彿 乱 1で推移するなかで、－
一部に底亘さもみられる。 部に底ヨさもみられる。

・輸出はアジア向 ナを中心 こ増加しており、 ・輸出はアジ刀向けを中心に増加しており、
生産は下げ止まっている。業況削折よ 生産は一書用こ持ちi宣しの動きもみられる乃
大企業においては下げI卜まリつつある。

先行きにつLiては、巌しい黒田 ・所得環境
などカモ　今後の民間需要を下押しする無念が

企業収益は．下げl卜まリの兆しがみられ
皇⊥

先行きについては、輸出の増加や在置誰聖が
ある一方■輸出の増加や在庫調智の進展脈 概ね結了していることの影響が∴今後経済令俺
今後の暑気を下支えすることが勤博される。 に澹遅していくなかで．暑気は持ち有L lコ旬か

うことが射幸される一二昆　備 厳しい青田・所
得環境などが．今後の最緒需要を下押しする無
念由温 ＿

政策態度 政府は、雇入れしている暑気の動きを民需 政府 も 白 車拘療育成長を掌理するため∴民
間需要・弄用の紋大に力卓を青いた構i告改亘を羊導の持続的な経済の成長につなげるため．

引き続き横道改革を断行しつつ　 百恵孟射テと 進める。このた臆し6 月下旬Ⅶこ経済活性栖靭畦
一致協力してし　デフレ随1日こ向けて号凱 1漣慧 税制改亘∴歳出改重などを内容とする 「経済財
ヱ臨む ＿＿ 政運営と横道改革の基本方針 相百称）1 を取り

去と塵直し

．また、デフレ貢屈に向け、政府 ・R 恵醜行は
引き続き一体となって強力かつ絃含的な取組
皇i王i L

住宅 おおむね桂ぽいとなっている∧ 弱含みとなっている、

生産 生産は、下げ止まっている。 生産は、下げ止まっており、一組 こ持ち古し
の動きもみられる。

企業収益 製適業を中心に大幅に減少している。 下げ止まりの兆しがみられる。

雇用 依然として厳しい。完全失業率が高水準で推
移し、韮ム空軍童も弓凱－1動きが続いている。

俵然として厳しい。捲業日朝 が増加している
のの　 完全失業率が高水準で稚障し、賃金

も弱い動きが続いているふ

（注）下線郡は、先月から変更した部分。
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総論

（我が国経済の基調判断）

景気は、依然厳しい状況にあるが、底入れしている。

●　設備投資は、減少している。失業率が高水準で推移するなど、雇用情勢は依

然として厳しい。

●　個人消費は、横ばいで推移するなかで、一部に底固さもみられる。

●　輸出はアジア向けを中心に増加しており、生産は一部に持ち直しの動きもみ

られる。企業収益は、下げ止まりの兆しがみられる。

先行きについては、輸出の増加や在庫調整が概ね終了していることの影響が、今

後経済全体に波及していくなかで、景気は持ち直しに向かうことが期待される一方、

依然厳しい雇用・所得環境などが、今後の最終需要を下押しする懸念がある。

（政策の基本的態度）

政府は、自律的経済成長を実現するため、草間需要・雇用の拡大に力点を置いた
構造改革を進める。このため、6月＿下旬に経済活性化戦略、税制改革、歳出改革な

どを内容とする「経済財政運営と構造改革の基本方針（仮称）」を取りまとめる。

また、デフレ克服に向け、政府・日本銀行は引き続き一体となって強力かつ総合的

な取組を行う。

各論

1．＿＿享肖費「設資などの需要動向

平成14年1－3月期の実質GDP（国内総生産）の成長率は、民間企業設備がマイ

ナスに寄与したものの、民間最終消費支出がプラスに寄与したことなどから、前期比

J



も

で1．4％増（年率5．7％増）となった。また、、名目GDPの成長率は前期比で1．1％増とな

った。

垣人頭章は、横ばいで推移するなかで、一部に底固さもみられる。

個人消費は、需要側と販売側の動向を総合してみると、横ばいで推移する

なかで、一部に底固さもみられる。所得面で弱い動きが続いていることなどか

ら全体的な基調の改善には至らないものの、消費者マインドに改善の動きが

みられることなどから一部の業種や支出項目においては増加の動きがみられ

る。

需要側の動向をみると、昨秋以降底固さがみられる。消費総合指数は3ケ月
l＼

前と比べ増加してLiる。支出項目ごとの動向について家計調査をみると、実

質消費支出は、食料が引き続き前年を上回るなど主に基礎的な支出項目に

底固さがみられる。

販売側の動向をみると、全体的に弱い動きとなっている。小売業販売額は弱

い動きが続いている。チェーンストア販売額は、▼弱い動きが続いているものの、

このところ減少幅を縮小してきている。家電販売金額は、パソコンが引き続き

前年を大きく下回っていることなどから、前年を下回っている。旅行は、国内旅

行、海外旅行とも前年を下回っているものの、海外旅行は減少幅を大幅に縮

小してきている。百貨店販売額は、昨夏以降一進一退の動きを続けており、

均してみれば横ばいとなっている。新車販売台数は、小型乗用車の新型車投

入効果などから前年を大きく上回っている。

消費者マインドは、依然として水準は低いものの、やや改善がみられる。

設備投資は、減少している。

′設備投資は、生産及び企業収益の減少等を背景に平成13年に入って以降

減少が続いている。需要側続計である「法人企業統計季報」でみると、平成13

年1－3月期以降減少が続いている。また、機械設備投資の供給側統計であ

る資本財出荷は、平成13年に入って以降減少が続いている。なお、ソフトウェ

ア投資は、比較的堅調に推移している。

設備投資の今後の動向については、機械設備投資の先行指標である機械

受注が平成13年1－3月期以降減少基調で推移し平成14年4－6月期も減

少の見通しとなっていること、日銀短観の平成14年度設備投資計画において

製造業、非製造業ともに減少が見込まれていることなどからみて、減少が続く

ものとみられる。



住宅建設は、弱含みとなっている。

住宅建設は、平成13年に入り、貸家は増加したものの、これまで堅調であっ

たマンションの着工が落ち着いてきたことに加え、公庫持家の着工が大きく水

準を下げて推移したこと等から、平成13年度は、前年度比3．3％減の117．3万

戸と平成10年度以来3年ぶりに120万戸を下回る低い水準となった。

この背景としては、雇用・所得環境が厳しいこと、不動産価格の長期的下落

傾向により買い換えが困難となっていることなどから、消費者の住宅取得マイ

ンドが低下していることがあると考えられる。

4月は、前月と比べ持家、貸家が増加したものの、分譲住宅が減少したこと

から、年率114．0万戸と引き続き低い水準となった。先行きについてみると、住

宅金融公庫融資の申し込み戸数が減少傾向にあることなど、住宅着工を減少　　J

させる要因が引き続きみられる。

公共投資は、総じて低調に推移している。

公共投資は、総じて低調に推移している。国の、平成13年度第2次補正後予

算をみると、「改革推進公共投資」特別措置もあり、一ほぼ前年度並みを確保し

ている。地方の投資的経費は、厳しい財政状況を反映して引き続き前年度を

下回っている。このような状況を反映して、1－3月期の公共工事請負金額は

12四半期連続で、大手50社受注額も5四半期連続で前年を下回った。

平成14年度の公共事業関連予算をみると、国の当初予算においては、施

設費を含む公共投資関係費について、前年度比10．7％減と規模を縮減しつつ、

「予算編成の基本方針」の重点7分野に重点化している他、地方財政計画に

おいては、投資的経費のうち地方単独事業費について、前年度比10．0％減と

しつつ、国の歳出予算と歩を一にして歳出の徹底した見直しと重点的な配分

を行うこととしている。

このように公共事業関連予算は、前年度を大きく下回っているが、4－6月

期の公共投資については、国の平成13年度第2次補正予算の大半が今年度

に繰り越されていると考えられることから、その下支え効果が発現するものと

考えられる。

艶は、アジア向けを中心に増加している。垂Aは、横ばいとなっている。貿易・サー

ビス収支の黒字は、増加している。

輸出は、世界的な生産回復などを背景に、半導体等電子部晶など電気機器

が増加、一般機械も横ばいとなるなど、全体として増加している。地域別にみ

ると、アジア向け輸出は、電気機器、一般機械を中心に増加している。アメリカ

向け輸出は、電気機器が堅調に推移しており、全体では横ばいとなっている。

EU向け輸出も、電気機器を中心に下げ止まっている。先行きについては、世
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界の景気が回復しつつあり、これが我が国輸出を下支えする要因になるとみ

られる。

輸入は、IT関連を中心とした国内の在庫調整の進展によって機械機器の輸

入が増加しているものの、原料品、鉱物性燃料などが減少しており、全体とし

ては横ばいとなっている。地域別にみると、アジアからの輸入は、機械機器の

輸入が堅調に推移していることを背景に緩やかに増加している。EUからの輸

入は減少している。アメリカからの輸入は、減少を続けてきた機械機器の輸入

が下げ止まりJ横ばいとなっている。

国際収支をみると、貿易・サービス収支の黒字は、増加している。輸入数量

が横ばいで推移するなか、輸出数量が増加していることが、黒字幅の拡大に

寄与している。

2．企業活動と雇用情勢

生産は、下げ止まっており、一部に持ち直しの動きもみられる。

鉱工業生産は、昨年初めから大幅に減少していたが、1－3月期には5期ぶ

りに増加に転じ、4月も増加した。輸出が増加していることや在庫調整が概ね

終了していること等を背景に、∵生産は下げ止まっており、生産財など一部に持

ち直しの動きもみられる。

ただし、設備投資の減少が続くとみられること等、懸念すべき点もあることに

は留意する必要がある。なお、製造工業生産予測調査によると5月は増加、6

月は減少が見込まれている。

一方、第3次産業活動の動向をみると、おおむね横ばいで推移している。

企業収益は、下げ止まりの兆しがみられる。また、企業の業況判断は、厳しい状態が

続いているが、大企業においては下げ止まりつつある。倒産件数は、高い水準となっ

ている。

企業収益は、「法人企業統計季報」によると、平成13年7－9月期以降、電

機機械などの製造業を中心に大幅な減益となっていた。平成14年1－3月期

は製造業で減益が続いているものの、非製造業で増益に転じ、全体として減

益幅が縮小した。また、日銀短観によると、平成14年度については上期、下

期とも増益を見込んでいる。

企業の業況判断について、日銀短観をみると、厳しい状態が続いている・。規

模別でみると、中小企業において悪化が続いているものの、大企業において

は下げ止まりつつある。先行きについても、中小企業が引き続き悪化を見込



む一方で、大企業では改善を見込んでいる。また、「法人企業動向調査」で大

中堅企業の業界景気の判断（前期比「上昇」－「下降」）を見ると、「下降」超幅

が縮小している。

また、4月の倒産件数は、東京商工リサーチ調べで1，611一件になるなど、高

い水準となっている。

雇用情勢は、依然として厳しい。残業時間が増加しているものの、完全失業率が高

水準で推移し、賃金も弱い動きが続いている。

4月の完全失業率は、前月比同水準の5．2％となった。完全失業者について

求職理由別にみると、最も多い非自発的な離職による者の増加幅はほぼ横

ばいとなっている。完全失業者全体に占める失業期間1年以上の者ゐ割合は、

引き続き増加している。雇用者数については、2ケ月連続で前月比増加となり、

下げ止まっている。

新規求人数は、前月比では増加に転じたものの、前年同月比では引き続き

減少している。新規求職件数が同時に大幅に増加したため、新規求人倍率は

前月比低せ、有効求人倍率は同ほぼ横ばいとなり、労働需給の改善はみら

れていない。製造業の残業時間については、生産の動きを反映し、4ケ月連続

で増加している。1－3月期に「残業規制」等の雇用調整を実施した事業所割

合は、全体では引き続き上昇しているものの、製造業では大企業を中心に低

下している。

賃金の動きをみると、定期給与は前月比では増加したものの、前年同月比

では16ケ月連続で減少、減少幅もほぼ横ばいとなっており、弱い動きが続い

ている。

3．物価と金融情勢

国内卸売物価は、横ばいとなっている。滴費者物価は、弱含んでいる。

輸入物価は、このところ、契約通貨ベース、円ベースともに上昇している。国

内卸売物価は、横ばいとなっている。最近の動きをみると、電力・都市ガス・水

道、電気機器は下落しているものの、原油高を背景として、石油・石炭製品は

上昇している。また、企業向けサービス価格は、前年同月比で下落が続いて

いる。

消費者物価は、平成12年秋以降弱含んでいる。最近の動きをみると、一般
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サービス（外食など）はやや上昇しているものの、耐久消費財の下落などによ

り一般商品は下落していることから、全体としては下落している。

こうした動向を総合してみると、持続的な物価下落という意味において、緩や

かなデフレにある。

金融情勢をみると、株式相場は、5月中旬から下旬にかけて上昇した後、5月未以降、

やや下落した。対米ドル円相場は、上昇した。

短期金利についてみると、オー′トナイトレートは、5月から6月上旬にかけ

て、日本銀行による金融緩和措置を反映して、0．001～0．002％で推移した。2、

3ケ月物は、5月から6月上旬にかけて、おおむね横ばいで推移した。長期金

利は、2月上旬から4月上旬にかけてやや低下した後、6月上旬にかけて、お

おむね横ばいで推移した。

株式相場は、景気の底入れ期待などを背景に、5月中旬から下旬にかけて

上昇した後、5月末以降、やや下落した。

対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、3月下旬に133円台まで

下落した後、日米の景気の先行きに対する見方などを背景に上昇基調で推

移し、6月上旬には、一時123円台まで上昇した。対ユーロ円相場くインターバ

ンク17時時点）は、3月上旬に112円台まで上昇し、中下旬は116円台まで

下落した後、114円台後半から117円台で、ほぼ横ばいで推移している。

マネタリーベース（月中平均残高）は、日本銀行の潤沢な資金供給など（5月

日銀当座預金平均残高15．7兆円）を背景に、高い伸び率となっている。（5月：

前年同月比29．7％）M2＋CD（月中平均残高）は、このところ、3％台半ばで

推移している。（5月速報：前年同月比3．5％増）民間金融機関の貸出（総貸出

平残前年比）は、96年秋以来マイナスが続いており、企業の資金需要の低迷

等を背景に、依然低調に推移している。貸出金利は、金融緩和等を背景に、

昨年初来低下傾向で推移して来たが、このところ横ばい圏で推移している。な

お、企業の格付等に応じた資金調達条件の格差が、このところ拡大している。

4．海外経済

世界の景皐は、回復しつつある。

世界の景気は、回復しつつある。

アメリカの景気は回復している。個人消費は増加している。住宅建設は増加

傾向にあるが、住宅着工はこのところ反動減がみられる。設備投資の減少幅

は縮小しており、非軍需資本財受注は増加している。生産は増加している。雇

用は持ち直している。物価はこのところエネルギー価格が上昇しているが、安

定基調にある。



アジアをみると、景気は回復している。中国では、景気の拡大テンポはやや

高まっている。韓国では、景気は拡大している。台湾、シンガポール、タイ、マ

レイシアでは、景気は回復している。

ヨーロッパをみると、（1）ユーロ圏では、景気に持ち直しの動きがみられる。ド

イツでは、景気に持ち直しの動きがみられる。フランスでは、景気は持ち直し

ている。（2）イギリスでは、景気に持ち直しの動きがみられる。

金融情勢をみると、ドルは、5月中旬までおおむね横ばいで推移し、その後

非ドル資産の魅力の高まり等を受けて下落した。アメリカの株価は、労働生産

性が予想を上回る高い伸びを示したこと等から5月中旬まで上昇したが、その

後新たなテロへの懸念や企業業績への懸念等から下落した。長期金利も、5

月中旬まで上昇し、その後下落した。カナダ、オーストラリアでは、6月上旬に

今年2度目の利上げを実施した。

国際商品市況をみると、原油価格は高止まりしていたが、5月後半以降は、

OPEC非加盟国の増産に向けた動き等から下落基調で推移した。
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【今月のトピック1】　　　　　　鉱工業生産の動向

1 ．鉱工業生産指数の4 月の億をもとに、在庫循環国を掻 くと、崎度緑を超え、
在庫循環馳 1ら見る限り、在庫調整局面壁終了したことが分かる く図 1）。

2 ．しかしながら、生産 蟹財別にみると、生産財には持ち直 しの動きがみられ るものの、
資本財、建≡避欄 ま減少してお り⊥財によって状況が異なっている （国 2 ），。

3 ．以上のことから、現在の生産は生産紺 こ牽引されているが、今後は、資本財等の
生産が着実に増加することが生産全作の回復には重要であるといえる。
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【今月のトピック2】

カナダ：成長率が急回復するなかで、2度の利上げ実施
1．2002年卜3月期のG DPは6．0％く前期比年率）の大幅な増加となった。これは、住宅着工

戸数が増加し、記録的な高い水準に達していることや、対米前出が画はするなかで在庫調整
が大きく進展したことが主な要因である。昨年秋以降の急速な回復は、昨年1月以陰合計
3．75％ポイントの段階的な利下げく5．75％⇒2．80％）、2005年までの5年闇で鑑頭1，000億
加ドルの減税くGDP比1．8％！年）実施等の金融・財政政薫が大きな効果を上げていることに
よる。OECDの見通しによると、67の中でカナダの成長率は最も高くなると予測されて
いる。

2．カナダ中央銀行は、4月18日の利上げく0．25％）に続き、6月4巳、再び0．25％の利上げ
を行い、オーバーナイト金利誘導目標水準を2．5％とした。

カナダ中央銀行は、予想以上の経済成長が続く中で、2％のインフレターゲット　くコアイ
ンフレ率1～3％を許容範薗）をコアインフレ卒が上回っていることを利上げの理由として
いる。
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＜個人消費＞

消費総合指数（需要側、内閣府試算値、後方3ケ月移動平均）は、平成14年3月（速

報値）季節調整済3ケ月前比1．8％増の後、4月（速報値）は同1．0％増となった。

消費総合指数の作成方法：総務省「家計調査」から、GDPの個人消費には含まれ

ない「仕送り金」、「修繕費」や、振れが大きい高額消費である「自動車等購入」などを

除外した後、世帯数を乗ずるなどしてマクロの消費ベースにする。これに、自動車、家

賃、医療費について別途供給側の統計を用いて計算したものを加える。詳細は、ディ

スカッションペーパー（http：／／www5．cao．gojp／keizai3／discussion－PaPer／menu．htmt）

を参照。

家計調査の全世帯実質消費支出は、3月季節調整済前月比1．1％増の後、4月（速

報値）は同2．0％増（前年同月比1．9％増）となった。

家計調査の全世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、4月（速報値）

は季節調整済前月比1．8％増（前年同月比2．0％増）となった。

経済産業省「商業販売統計」の小売秦販売額は、4月（速報値）は季節調整済前月

比0．8％減（前年同月比4．1％滅）となった。また、百貨店販売額は、4月（速報値）は、前

年同月比1．9％減（店舗調整後）（季節調整済前月比0．3％減（店舗調整前））となった。

チェーンストア販売後（日本チェーンストア協会調べ）は、4月は、前年同月比1．2％

減（店舗調整後）（季節調整済前月比0．0％（店舗調整前））となった。

家電販売額（日本電気大型店協会調べ）は、3月前年同月比21．2％減の後、4月は

同10．1％減となった。

大手旅行業者13社取扱金額の4月は、前年同月比で国内旅行が3．4％減、海外旅

行が同8．5％減となった。

乗用車（含軽）新車新規登録・届出台数は、4月前年同月比5．7％増の後、5月（速報

値）は同8．8％増となった。

内閣府「消費動向調査」の消費者態度指数（季節調整済）は、12月前期差0．2ポイン

ト悪化の後、3月同1．5ポイント改善となった。

＜設備投資＞

平成14年1T－3月期の設備投資を財務省r法人企業統計季報」（全規模全産業、ソ

フトウェアを除く）でみると、季節調整済前期比で5．2％減（前年同期比16．8％減）とな

っており、うち製造業では同9．3％減（同27．8％減）、非製造業では同3．1％滅（同

11．0％減）となっている。
＼

経済産業省「鉱工業指数」により資本財出荷（除く輸送機械）をみると、季節調整済



前月比で3月は5．3％増（前年同期比16．j％滅）の後、4月は同9．0％滅（同18．9％滅）

となっている。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査J（3月調査）により設備投資の動向（ソフト

ウエアを除く）をみると、大企業の平成14年度設備投資計画は、製造業で前年度比

8．4％滅、非製造業で同8．4％滅となっており、全産業では同8．4％減となっている。ま

た、中小企業では製造業で同24．8％減、非製造業で同13．4％滅となっており、全産業

では同16．2％滅となっている。

経済産業省「特定サービス産業動態続計」でみると、受注ソフトウエア売上高は、3

月は前年同月比3．9％増の後、4月は1．0％となっている。

機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前月比で3月は6．2％減（前年同月

慧；三豊盈霊票霊怨霊。憲雷雲㌫霊禁呈霊品芸　J
で0．3％滅（前年同期比19．9％滅）と見込まれている。

民間からの建設工事受注（50社、非住宅）は、季節調整済前月比で3月は5．7％滅

（前年同月比20．3％減）の後、4月は同8．7％増（同13．7％減）となっている。

＜住宅建設＞

国土交通省「建築着工統計」によると、新設住宅着工総戸数（季節調整済前期比）

は、平成13年1－3月期は5．4％減、4－6月期は0．9％減、7－9月期は4．0％増、10

－12月は3．4％滅、平成14年1－3片期は0．0％滅、4月は2．5％増となった。内訳を

みると、公庫持家の着工（同）は、平成13年1－3月期は23．4％滅、4－6月期は

20．9％減、7－9月期は4．6％滅、10－12月は16．4％滅、平成14年1－3月期は

25．4％減、4月は2．3％増となり、共同建分譲住宅の着工（同）は、平成13年1－3月

期は10．8％滅、4－6月期は4．5％増、7－9月期は12．0％増、10－12月は12．3％減、

平成14年1－3月期は12．1％増、4月は6．4％減となった。また、新設住宅着工床面

積（同）は、平成13年1－3月期は10．1％減、4－6月期は3．3％減、7－9月期は

5．8％増、10－12月は3．0％減、平成14年1－3月期は3．6％減、4月は2．8％増となっ

た。

住宅金融公庫を利用した持家の着工（全体の新設住宅着工の約10％（平成13年

実績））の先行指標である公庫への融資申込み戸数（個人向けマイホーム新築資金）

は、平成12年度第2回募集（受付期間：8月7日～9月22日）に51，192戸（前年同回

比42．1％減）となった後、第3回募集（受付期間：10月30日－～12月22日）は35，486

戸（同4．5％滅）、第4回募集（受付期間：1月22日～3月23日－）は33．375戸（同11．5％

減）となり、低水準にとどまっている。また、平成13年度第1回募集（受付期間：4月

23日～5月28日）は28．432戸、第2回募集（受付期間：7月16日～8月27日）は

23，009戸、第3回募集（受付期間：9月17日～10月15日）は11，837戸、第4回募集

ヽ■≠



（受付期間：11月15日～12月21日）は12，698戸、第5回募集（受付期間：1月15日

～2月18日）は13，725戸、第6回募集（受付期間：3月1日～3月22日）は9，695戸と

なっている（平成13年度から受付回数が年4回から年6回になったため、単純に比較

できない）。

消費者の住宅取得マインドを示す指標のひとつである（社）日本リサーチ総合研究

所「不動産購買態度指数」をみると、平成12年は、2月128、4月128、6月124、8月

．118、10月122、12月117、平成13年は、2月118、4月119、6月117、8月110、10

月109、12月104、平成14年は、2月104、4月114となっている。

＜公共投資＞

も　　平成－3年度の国の．一般会計（2次補正後）における公共事業関係費は、前年度補
正後予算と比較して13．7％減となっている。ただし、平成13年度第2次補正予算にお

いては、産業投資特別会計社会資本勘定における丁改革推進公共投資」特別措置の

実施により、国費で公草事業1．5兆円、施設費1兆円、計2．5兆円の社会資本整備の

ための無利子貸付を行い、事業規模で4．1兆円程度を確保することととしている。公

共事業関係費に、施設費と今回のr改革推進公共投資」国費分を加えた公共投資関

連予算ベースでみると、ほぼ前年度並みを確保している。なお、平成14年度予算に

おいては、施設費を含む公共投資関係費について、前年度比10．7％減と規模を縮減

しつつ、「予算編成の基本方針」の重点7分野に重点化している。

地方の予算についてみると、総務省がまとめた普通会計予算（9月補正後）ベース

では、普通建設事業費は、都道府県で前年度比5．7％滅、政令指定都市で同9．5％減、

両者を合わせると同6．2％滅となっている。また、「日経地域情報」調査によれば、－

も　讐霊芝慧豊；芸芸霊票票芸禁、票芸票票豊吉市
2．7％滅となる（骨格予算を編成した地方公共団体などを除く）。なお、平成14年度地

方財政計画においては、投資的経費のうち地方単独事業費について、前年度比

10．0％減としつつ、国の歳出予算と歩を一にして歳出の徹底した見直しと重点的な配

分を行うことと‾している。また、時事通信社調査によれば、普通建設事業費は、都道

府県で前年度比9．8％滅、政令指定都市で同12．9％減、中核市で同7．8％波、その他

の県庁所在市で同12．6％減となっており、これらを単純合計すると、前年度比10．1％

減となっている。（骨格予算を編成した地方公共団体などを除く。）

公共機関からの1件500万円以上の建設工事受注額（建設工事受注動態続計調

査）は、前年同月比で3月7．3％減の後、4月6．3％減となった。同じく大手50社の建設

工事受注額は、前年同月比で3月10．7％減の後、4月18．7％減となった。また、公共

工事請負金額（公共工事前払金保証統計）は、前年同月比で3月18．6％減の後、4月
ヽ

3．8％減となった。
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＜輸出■輸入・由際収支＞　　　　、

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で3月4．1％増の後、4月は1．6％増

（前年同月比5．4％増）となった。また、前期比で10－12月期0．5％減の後、1－3月期

は6．4％増（前年同期比3．0％滅）となっている。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で3月8．3％減の後、4月8．8％増（前

年同月比2．2％増）となった。また、前期比で10－12月期1．4％増の後、1－3月期は

1．1％滅（前年同期比5．6％減）となっている。

貿易・サービス収支（季節調整値）の黒字は、3月は5，857億円の後、4月は6，257

億円となり、通関収支差（季節調整値）は、3月10．570億円の後、4月は7，754億円と

なった。

＜生産・出荷・在庫＞

4月の鉱工業生産指数（季節調整値、確報）は、電気機械、化学等が増加したこと

から、前月比0．2％増となった。

製造工業生産予測調査によると、前月比で5月は電気機械や輸送機械等により

5．1％増の後、6月は輸送桟械や鉄鋼等により0．4％減になると見込まれている。‾－

4月の鉱工業生産者製品在庫指数（季節調整値、確報）は、前月比1．7％滅となった。

また、4月の鉱工業生産者製品在庫率指数（季節調整値、確報）は100．6となってい

る。

3月の第3次産業活動指数（季節調整値、速報）は、サービス業、卸売り小売，飲食

店等が増加した結果、前月比1．2％増となった。

＜企業＞

財務省「法人企業統計季報」によると、1－3月期の経常利益は全産業で前年同期

比14．6％減、製造業は42．2％減、非製造業は6．9％増となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査）によると、平成14年度につい

ては、上期で前年同期比9．6％、下期で同36．3％、通期で前年比22．6％の増益を見

込んでいる。

一方、業況判断について日本銀行「全国企業短斯経済観測調査」（3月調査、業況

水準について「良い」－「悪い」）をみると、大企業は前回と変わらず△31％ポイント、

中小企業は2％ポイント悪化して△46％ポイント、全規模合計では1％ポイント悪化し

て△41％ポイントとなった。また、内閣府「法人企業動向調査」（3月調査）で企業の業

界景気の判断嘩期比「上昇」－「下降」）をみると、全産秦で16％ポイント改善して
△36％ポイントとなった。
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＜倒産＞

企業の倒産については、東京商工リサーチ「倒産月報」によると、4月の企業倒産

件数（負債額1，000万円以上）は1，611件（前年同月比2．2％増）、負債総額は11，032

億円（同12．8％増）となっており、帝国データバンク「全国企業倒産集計」によると、企

業倒産件数は1，641件（同0．6％増）、負債総額は12，765億円（同21．8％増）となって

いる。また、大型倒産（負債額10億円以上）は、上場企業の倒産6件を含む148件

（同18．4％増）となっており、主な大型倒産としては、東証1部上場の家電製品小売の

第一家庭電器（負債339億円）、東証1部上場の総合住宅資材メーカーの段谷産業

（同318億円）、東証1部上場の水産品・食品加工販売の宝幸水産（同287億円）など

（東京商工リサーチ調べ）。

＜雇用情勢＞

総務省「労働力調査」によると、4月の完全失業率（季節調整値）は、男女計で前月

比同水準わ5．2％となった。完全失業者数（季節調整値）は、男女計で前月差6万人

減の347万人となった。求職理由別完全失業者数（原数値）は、非自発的な離職によ

る者は、3月153万人（前年同月差53万人増）の後、4月は161万人（同50万人増）

となった。自発的離職による考は、3月114万人（同3万人減）の後、4月は104万人

（同18万人減）となった。

労働力調査によると、失業期間1年以上の完全失業者数は1～3月平均で103万

人、13年8月調査（労働力調査特別調査）比11万人増となった。完全失業者全体に

占める失業期間1年以上の者の割合は30．4％、同4．1％ポイント上昇となった。

労働力調査によると、4月の雇用者数（季節調整値）は、男女計で前月比0．2％増の

5，352万人となった。

．厚生労働省「職業安定業務統計」の新規求人数は、3月季節調整済前月比0．3％減

の後、4月は同6．8％増（前年同月比1．7％滅）となった。有効求人数は、3月同0．4％

減の後、4月は同4．5％増（同7．9％滅）となった。新規求職件数は、3月同7．3％減の

後、4月は同12．1％増（同16．8％増）となった。有効求職者数は、3月甲1・3％減の後、

4月は同1．8％増（同10．2％増）となった。新規求人倍率（季節調整値）は3月0．的倍

の後、4月0．90倍となった。有効求人倍率（季節調整値）は、3月0．51倍の後、4月

0．52倍となった。

毎月勤労統計調査によると、所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上で

は3月季節調整済前月比1．9％増（前年同月比8．1％減）の後、4月は同4．3％増（同

2．7％滅）（速報値）となった。

厚生労働省「労働経済動向調査」によると、雇用調整実施事業所割合は、産業計で

は13年10－12月期の29％から1－3月卿ま31％となった。製造業では同43％から

42％となった。製造業大企業（1，000人以上）では同55％から51％となった。



毎月勤労統計調査によると、きまって支給する給与は、事業所規模5人以上．では3

月季節調整済前月比0．2％滅（前年同月比1．5％滅）の後、4月は同0．2％増（同1．3％

滅）（速報値）となった。

＜物価＞

日本銀行「卸売物価指数」の輸出物価（円ベース）は、5月は前月比2．5％の下落

（前年同月比0．6％上昇）、3－5月平均の3ケ月前比（12－2月平均対比、以下同じ）

は0．1％の下落となった。輸入物価（円ベース）は、5月は前月比1．9％の下落（前年同

月虹0．6％下落）、3－5月平均の3ケ月前比は1．5％の上昇となった。また、国内卸売

物価は、5月は、前月比保合い（前年同月比1．2％下落）、3ケ月前比は保合いとなっ

た。

日本銀行「企業向けサービス価格指数」の4月の企業向けサービス価格は前年同

月比1．2％の下落（前月比0．3％下落）となった。

総務省「消費者物価指数（全国）」の生鮮食品を除く総合は、4月は前年同月比

0．9％の下落（季節調整済前月比0．3％下落）、2－4月平均の前年同期比は0．8％の

下落となった。一般サービスは、4月は前年同月比0．1％の上昇、2二4月平均の前

年同期比は0．2％の上昇となった。一般商品は、4月は前年同月比1．9％の下落、2－

4月平均の前年同期比は2．1％の下落となった。また、r消費者物価指数（東京都区

部、中旬速報値）」の生鮮食品を除く総合は、5月は前年同月比1．1％の下落（季節調

整済前月比0．1％下落）、3－5月平均の前年同期比は0．9％の下落となった。

J

＜金融＞

無担保コールオーバーナイトレートは、5月から6月上旬にかけて、0．001～0．002％

芸悪霊豊霊㌫妄芸芸芸；票霊霊豊票霊誓霊；芸票　J
後半で推移した。

東証株価指数（TOPIX）は、5月末には1，120ポイントとなった。日経平均株価は、畠

月末には11，763円となった。

広義流動性は、5月（速報）は前年同月比1．2％増となった。金融機関（全国銀行）の

貸出（月中平均残高）は、5月（速報）は前年同月比4．7％減（貸出債権流動化・償却

要因等調整後2．6％滅）となった。5月のエクイティ市場での発行（国内市場発行分）

は、転換社債の発行は無かった。また、国内公募事業債の起債実績は、7，約0億円

（銀行起債は1，000億円）となった。国内銀行の貸出約定平均金利（新規実行分）は、

4月は前月比で短期は0．079％ポイント上昇し、長期は0．114％ポイント上昇したこと

から、総合では0．075％ポイント上昇し1．630％となった。



＜景気ウオッチヤ⊥調査＞

内閣府「景気ウオッチャー調査」の5月の現状判断D王は、前月を0．5ポイント下回り、

46．2となった。．先行き判断DIは、前月を1．4ポイント上回り、49．7となった。
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